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由布市自然体験学習施設「由布市ゆふの丘プラザ」指定管理運営業務仕様書  

 

 本書は、由布市自然体験学習施設「由布市ゆふの丘プラザ」（以下「由布市ゆふの丘

プラザ」という。）の管理運営業務を指定管理者が行うにあたり、由布市が指定管理者

に要求する管理運営の業務内容及び基準等を示すものである。 

 

第１ 由布市ゆふの丘プラザの基本方針等 

 １ 由布市ゆふの丘プラザの設置目的 

   青少年が豊かな自然の中で宿泊学習等を行い、体験学習等を通じて情操を豊かに

かにするとともに、利用者の相互理解と交流を進め、活力ある地域社会の形成に資

する。 

  ２ 管理運営に関する基本的事項  

   指定管理者制度は、従来の公の施設の管理委託制度とは異なり、指定管理者が施

設の管理権限と責任を有し、施設の管理を代行する制度である。 

    指定管理者は、施設の適正な管理を確保しつつ、住民サービスの質の向上を図っ

ていく必要があり、由布市ゆふの丘プラザ施設を管理運営するに当たっては、次の

事項に留意して円滑に実施する。 

   なお、由布市は施設の設置者として、必要に応じて指定管理者に対して指示等を

行う。 

  （１）地方自治法（昭和２２年法律第６７号）、由布市自然体験学習施設条例（平

成１７年条例第１１０号。以下「条例」という。）、由布市自然体験学習施設

条例施行規則（平成２８年規則第２１号。以下「規則」という。）の内容を十

分に理解し、法令の規定に基づいた運営を行うこと。 

  （２）由布市個人情報保護条例（平成１７年条例第１１号）の規定に基づき、個人

情報の保護を徹底すること。 

  （３）公の施設であることを常に念頭において、公平な管理運営を行うこととし、

特定の個人、団体等に有利なあるいは不利になる運営をしないこと。 

  （４）事業計画書等に基づき、利用者が快適に施設を利用できるよう適正な管理運

営を行うとともに、管理運営経費の削減に努めること。 

  （５）利用者の意見を管理運営に反映させ、利用者の満足度を高めていくこと。  

  （６）省エネルギーに努めるとともに廃棄物の発生を抑制し、環境に配慮した管理

を行うこと。 

  （７）由布市と密接に連携を図りながら管理運営を行うこと。  

 

第２ 管理施設の概要 

  （１）施設の名称  由布市ゆふの丘プラザ 

  （２）施設の所在地 由布市湯布院町川西１２００番地８ 

   （３）施設の概要 

      建設時期  昭和３９年 ７月 

      敷地面積  ６５，０１５．５９㎡ 

      主要施設  鉄筋コンクリート造 本館 ２階建 

                      新館 地上２階、地下１階建  

            延床面積（5,800.03㎡）建築面積（3,927.44㎡） 

                和室２５室、大広間３室 宿泊定員２００名 

                           （詳細は別記１位置図及び建物等配置図） 
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第３ 管理施設の指定期間  

   指定管理者が由布市ゆふの丘プラザの管理を行う期間は、令和３年４月１日から

令和７年３月３１日までの予定。この指定の期間は、議会の議決により確定するこ

とになるので留意すること。 

   なお、指定の期間内であっても、管理を継続することが適当でないと認めるとき

は、指定を取り消すことがある。 

 

第４ 指定管理者が行う業務の範囲等  

 １ 由布市ゆふの丘プラザの管理運営業務 

  （１）関係法令の遵守 

  （２）施設の利用規程の作成  

  （３）組織及び人員配置 

  （４）利用料金の設定、徴収及び管理経費  

  （５）事業計画書及び収支計画書の作成  

  （６）事業報告書の作成 

  （７）事業評価業務 

  （８）緊急時の対応 

  （９）諸検査の実施 

   （10）関係機関との連絡調整 

   （11) 指定期間終了後の引継ぎ業務 

   （12）文書の管理・保存 

  ２ 由布市ゆふの丘プラザの施設等の維持管理及び修繕に関する業務  

  （１）施設保守管理業務 

  （２）設備機器の保守管理業務  

  （３）備品等管理業務 

  （４）設備機器の運転操作及び監視業務  

  （５）清掃業務 

  （６）保安警備業務 

  （７）修繕費の経費負担区分  

  （８）維持管理計画の作成  

  （９）施設等整備不良による損害賠償  

  （10）その他の業務 

  ３ 由布市ゆふの丘プラザの利用の受付、許可及び案内に関する業務  

  （１）利用の受付時間 

  （２）休館日 

  （３）利用の受付、許可 

  （４）施設の利用の制限に関する事項  

  （５）施設の案内 

  （６）附属設備、備品の準備及び使用方法と注意事項の説明  

  ４ 由布市ゆふの丘プラザの利用促進に関する業務  

  （１）広報及び地域の情報発信業務  

  （２）誘致業務 

  ５ その他由布市ゆふの丘プラザの管理運営に必要な業務  

  （１）個人情報保護業務 

  （２）指定管理者の業務の範囲外（行政財産の目的外使用許可）  

  （３）監査 
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  （４）保険への加入 

  （５）指定管理者業務期間前に行う業務  

  ６ 留意事項 

  （１）管理運営業務の全部を第三者に委託し又は請け負わせることはできない。た

だし、業務の一部について、市の承認を受けたうえで、専門の事業者に委託す

ることは可能である。 

  （２）事業の評価結果等により、指定管理者の業務が基準を満たしていないと判断

した場合、是正勧告を行い、改善が見られない場合は、指定を取り消すことが

ある。 

  （３）市長のみの権限に属する事務は、行政財産の目的外使用許可（地方自治法第

２３８条の４第７項）、審査請求に対する裁決（地方自治法第２４４条の４）

等法令により定められているものである。 

  （４）新たな土地の貸借に係る手続は市が行い、賃料等は発生しない。  

 

第５ 由布市ゆふの丘プラザの管理運営業務の基準  

 １ 関係法令等の遵守  

   指定管理者が管理運営を行うにあたり、次の事項を遵守すること。  

  （１）関係法令及び条例を遵守し、適正な管理を行うこと。  

   （ア）由布市自然体験学習施設条例、同条例施行規則 

   （イ）由布市公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例（以下「指定

手続条例」という。）、同条例施行規則 

   （ウ）由布市行政手続条例  

   （エ）由布市情報公開条例  

   （オ）由布市個人情報保護条例  

   （カ）地方自治法 

   （キ）行政不服審査法、行政事件訴訟法  

   （ク）その他関連する法令  

 ２ 施設の利用規程の作成  

   指定管理者は、施設の利用規程その他管理に関する規程を定め、由布市に報告す

ること。 

 ３ 組織及び人員配置  

   指定管理者は、管理運営に必要な体制を整え適正な人員を配置すること。  

  （１）配置人員等 

   （ア）由布市ゆふの丘プラザの利用に関する受付（利用料金の収納、問い合わせ、

利用予約受付等）、客室業務、厨房業務、施設設備管理業務に従事するた

めに必要な業務執行体制を確保すること。 

   （イ）労働基準法等を遵守し、管理運営を効率的に行うための業務形態にあった

適正な人数の職員を配置すること。 

   （ウ）支配人相当職を１名配置すること。  

   （エ）職員の勤務体制は、施設の管理運営に支障がないように配慮するととも

に、利用者の要望に応えられるものにすること。 

   （オ）設備技術者は、由布市ゆふの丘プラザの管理運営にあたり法令等により

資格を必要とする業務の場合には、各有資格者を選任すること。 

  （２）研修等 

    職員の資質の向上を図るため、研修を実施するとともに施設の管理運営に必要

な知識と技術の習得に努めること。 

  （３）緊急時等の対応 
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     火災時における避難誘導訓練等の緊急対策及び防犯・防災対策について、マニ

ュアルを作成し、訓練を行うこと。 

 

 ４ 利用料金の設定、徴収及び管理経費 

  （１）利用に係る料金 

   （ア）指定管理者は、市条例で規定する基準額（消費税及び地方消費税相当額を

含む。）の範囲内で、市長の承認を得て、由布市ゆふの丘プラザの利用料金

を設定すること。 

   （イ）利用料金を変更する場合は、施設の仮予約又は利用承認をした利用者に対

しての説明や、新料金の施行にあたって一定の周知期間を設けるなど適切な

対応を行うこと。 

   （ウ）条例で定める利用料金  

 

宿泊料 

区分 通常期 
夏期（7 月～9 月） 

冬期（11 月～3 月） 

小中学生・指導者 １人１泊 1,496 円 1,710 円 

高校生・指導者 １人１泊 1,816 円 2,030 円 

大学生以上 １人１泊 2,244 円 2,458 円 

 由布市内在住者は、それぞれの額の半額とする。 

 

施設使用料 

施設名 
使用料 

午前・午後各 終日（含・夜間） 

大研修室専用使用料 20,370 円 50,920 円 

中研修室専用使用料 10,180 円 25,460 円 

小研修室専用使用料 5,090 円 12,730 円 

コミュニティホール専用 

使用料 

10,180 円 25,460 円 

体育館専用使用料 13,900 円 27,800 円 

トレーニング室専用使用料 １人１時間 110 円 

卓球場専用使用料 １人１時間 110 円 

キャンプ場使用料金 １人１日  300 円（テント外別料金） 

 由布市内在住者は、それぞれの額の半額とする。 

  （２）利用料金の徴収 

   （ア）指定管理者は、施設の利用許可に係る利用料金の収入を自己の収入として

徴収すること。 

   （イ）利用料金の前納又は後納等その徴収方法については、指定管理者において

定めること。 

   （ウ）指定管理者が利用料金を還付又は減免しようとする場合には、事前にそれ

ぞれの基準を作成し市長の承認を得ること。減免にあたっては、指定管理者

は不当な差別的取扱いをしてはならない。 
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   （エ）指定管理者としての業務に係る経費及び収入は、団体自体の口座と別の口

座で管理するものとする。 

   （オ）原則として、生じる剰余金について、市への納入義務はないものとする。 

  （３）管理に要する経費 

       指定管理者は、利用料金収入及びその他の収入により管理運営することと

する。 

     由布市からの管理委託料はないものとする。  

 ５ 事業計画書及び収支計画書の作成  

   指定管理者は、毎年度２月末までに翌年度の管理運営に関する事業計画書及び収

支計画書を作成し、由布市へ提出すること。また、作成に当たっては由布市と調整

を図ること。 

 ６ 事業報告書の作成  

  （１）年次報告書 

     指定管理者は、毎年度４月末までに事業報告書を由布市に提出すること。事

業報告書の主な内容は次のとおりである。 

     詳細については、由布市が指定管理者と締結する協定で定める。  

   （ア）当該年度の管理業務の実施状況報告書（①各種事業の実施状況及び利用状

況／組織体制、施設利用率、利用者数、利用者満足度、施設設備維持管理状

況、課題分析と自己評価等、②使用の承認等の状況、③利用料金の収入状況

など） 

   （イ）当該年度の管理に係る収支決算書  

   （ウ）当該年度の団体の経営状況を説明する書類（収支（損益）計算書、貸借対

照表、財産目録等。） 

  （２）業務報告書 

     指定管理者は毎月報告書を作成し、翌月の１０日までに由布市に提出するこ

と。報告書の詳細は由布市が指定管理者と締結する協定で定める。 

     なお、項目については施設利用の状況、利用料金の収入状況、利用者からの

苦情とその対応状況、その他必要事項を含むものとする。 

  ７ 事業評価業務 

  （１）指定管理者は、利用者アンケート等により利用者満足度調査を行い、管理運

営に反映させるよう努めること。 

  （２）施設の管理運営に関して自己評価を行い、その結果を前記の事業報告書にま

とめ、由布市に提出すること。なお、事業の評価結果等により指定管理者の業

務が基準を満たしてないと由布市が判断した場合、是正勧告を行い、改善が見

られない場合は、指定を取り消されることがある。 

  ８ 緊急時の対応 

  （１）指定管理者は、災害等緊急時の利用者の避難、誘導、安全確保、必要な通報

等についての対応計画を作成し、緊急事態の発生時には適切な対応をするとと

もに速やかに由布市に報告すること。 

  （２）由布市ゆふの丘プラザの利用者の急な病気、けが等に対応できるよう、近隣

の医療機関等と連携し、緊急時には適切な対応をするとともに速やかに由布市

に報告すること。 

 ９ 諸検査の実施（関係法令等で必要と認められる場合） 

   関係法令等に基づき、水質検査等の必要な検査を実施すること。  

 10 関係機関との連絡調整  

    指定管理者は、市のほか地域の関係機関との連絡調整を図ること。  

 11 指定期間終了後の引継ぎ業務  
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  （１）指定管理者は、指定期間終了後、次期指定管理者が円滑かつ支障なく本施設

の業務を遂行できるよう、引き継ぎを行うこと。 

  （２）指定期間終了後若しくは指定の取消し等により次期指定管理者へ業務を引き

継ぐ際は、円滑な引き継ぎに協力するとともに、必要なデーター等を遅滞なく

提供するものとする。特に次期指定管理者の指定期間に係る利用許可に伴う利

用料の引渡し、及び施設の使用予約に関しては遺漏がないよう十分注意するこ

と。 

 

 12 文書の管理・保存  

   指定管理者が、指定管理者としての業務に伴い作成し、又は受領する文書等は、

由布市文書管理規程に基づいて、別途指定管理者において規程を定め、適正に管理・

保存すること。 

   なお、指定管理期間終了時には、市の指示に従って引き渡していただくこととす

る。 

 

第６ 由布市ゆふの丘プラザの施設等の維持管理及び修繕に関する業務の基準  

   指定管理者は、由布市ゆふの丘プラザの施設及び設備の機能と環境を良好に維持

し、サービス提供が常に円滑に行われるように、施設及び設備の日常点検、保守及

び法定の環境測定等の保守管理業務を行うこと。 

 １ 施設保守管理業務  

   指定管理者は、由布市ゆふの丘プラザを適切に運営するために、日常的に点検を

行い、現状を維持し、かつ美観を保つこと。 

   また、指定管理者は、施設を安全かつ安心して利用できるよう施設の保全に努め

るとともに、建築物等の不具合（軽微な場合を除く。）を発見した際には、速やか

に由布市に連絡すること。 

   原則として見積額１件１００万円未満の修繕については、指定管理者の負担とす

るが、詳細については協定書で定める。 

 ２ 設備機器の保守管理業務  

  （１）設備機器の法定点検及び初期性能機能保持のため、外観点検、機能点検、機

器動作特性試験、整備業務等を行うこと。 

  （２）故障等の発生や短期間のうちに故障が発生すると見込まれる場合は、速やか

に修繕工事を行うこと。原則として見積額１件１００万円未満の修繕について

は、指定管理者の負担とする。 

  （３）設備機器の保守点検業務に要する経費は、指定管理者の負担とする。  

  ３ 備品等管理業務 

  （１）指定管理者は、由布市の所有する物品について、由布市財産規則（平成１７

年規則第５３号）及び関係例規に基づき適切に管理すること。 

  （２）指定管理者は、利用に支障をきたさないよう備品の管理を行うとともに、不

具合が生じた備品について、原則として見積額１件５０万円未満の修繕につい

ては、指定管理者が修繕を行うこと。 

  （３）指定管理者が管理する由布市の物品について、更新が必要な場合は、由布市

に報告すること。 

 ４ 設備機器の運転操作及び監視業務  

   設備の適正な運用を図るために行う監視業務並びにこれに関連する電力、用水、

ガス等の需給状況を把握すること。また、適切な運転記録をとること。設備機器の

稼働にあたっては、環境に配慮した適正な運転を行うとともにエネルギー経費の削

減に努めること。 
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 ５ 清掃業務 

   良好な衛生環境、美観の維持に心がけ、公供施設として快適な空間を保つために

必要な清掃業務を実施すること。 

  （１）日常清掃業務 

     清掃の実施頻度等その内容については、指定管理者が施設の利用頻度等に応

じて、現行の作業基準を参考にしたうえで、適切に設定すること。衛生消耗品

類は、常に補充された状態にすること。 

  （２）定期清掃 

     日常的清掃では実施しにくい個所の清掃等を確実に行うため、指定管理者が

施設の利用頻度に応じた定期清掃を行うこと。 

    ・床洗浄、ワックス塗布等 

  （３）周辺清掃 

       ゆふの丘プラザ施設周辺及び駐車場の草刈等を定期的に行うこと。  

 ６ 保安警備業務 

  （１）由布市ゆふの丘プラザの防犯、防火及び防災に万全を期し、利用者が安心

して利用できる環境を確保した保安警備業務を行うこと。 

  （２）由布市ゆふの丘プラザにおいては、部外者の出入状況の確認、閉館時の施

錠、不審者の発見及び進入阻止等を行うこと。 

  （３）警備日誌を作成すること。  

  （４）巡回業務を行い、異常の有無の確認及び火災予防点検を行うこと。  

  （５）防火管理者を設置すること。  

 ７ 修繕費等の経費負担区分  

  

項      目 

 

由 布 市 

 

指定管理者 

  

施設の改修、設備・備品の更新 

       

○ 

 

  

施設・設備・備品 

 の修繕 

  

大規模なもの 

        

○ 

 

  

その他 

        

○ 

  

設備機器の保守点検 

        

○ 

  

消耗品の更新 

        

○ 

 

 ８ 維持管理計画の作成  

   指定管理者は、年度当初に施設維持管理計画（点検整備、法令に基づく測定、検

査、調査等）を作成し、由布市に提出すること。 

   なお、計画に従って実施した点検・評価結果、整備状況、修繕等については記録

を行い、施設管理計画に反映させること。 

 ９ 施設等整備不良による損害賠償  

   施設・設備の維持管理の不備により利用者の財物等に損害を与えた場合は、原則
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として指定管理者が賠償すること。 

 10  その他の業務 

  （１）上記に定めるものの他、維持管理に必要な業務内容は別記２（各室配置図及

び各室の概要）に定めるとおりとする。  

  （２）指定管理者は、施設の維持管理業務の実施状況を記録した業務日誌を作成し、

一定期間保管し、由布市等の求めがあったときには閲覧に供すること。  

第７ 由布市ゆふの丘プラザの利用の受付、許可及び案内に関する業務の基準  

  １ 利用の受付時間 

   由布市ゆふの丘プラザ施設の利用の受付時間は、土・日、祝祭日を除く午前９時

から午後５時までとする。ただし、指定管理者は、市長の承認を受けて利用の受付

時間を変更することができる。 

 ２ 休館日 

   指定管理者は、施設の改修等により必要な場合は市長の承認を受けて休館日を設

けることができる。 

 ３ 利用の受付、許可  

  （１）受付・許可等は由布市ゆふの丘プラザで行うこと。 

  （２）利用許可申請書の受付、利用の許可、利用許可書の交付、利用の取消、利用

料金の還付手続等を行うこと。 

  （３）受付は開館時に行うこと。  

  （４）施設の利用申込は原則として先着順とし、使用の承認にあたっては、平等な

利用を確保すること。 

  （５）利用申請書等の書類は、指定管理者において作成すること。  

 ４ 施設の利用の制限に関する事項  

   条例等で規定している場合は、その条文により指定管理者は利用の許可をしない

ことができる。 

 ５ 施設の案内 

  （１）指定管理者は、由布市ゆふの丘プラザの利用の手引きを作成するとともに利

用者が行う諸届出について必要な助言を行うこと。 

  （２）電話での問合せや施設見学等について、適切な対応を行うこと。  

  （３）施設の利用等について、利用者、住民等から苦情があった場合は、適切な対

応をすること。また、その内容を由布市へ報告すること。 

 ６  附属設備、備品の準備及び使用方法と注意事項の説明  

   利用者の申請に基づき、必要な備品や設備が円滑に利用できるよう指導、助言等

の支援を行うこと。 

 

第８ 由布市ゆふの丘プラザの利用促進に関する業務の基準  

 １ 広報及び地域の情報発信業務  

   指定管理者は、施設のＰＲ及び情報提供のために、以下の例を参考に、必要な媒

体の作成、配布等を行うこと。 

  （１）由布市ゆふの丘プラザホームページの作成及び更新 

  （２）施設案内パンフレットの作成・配布  

  （３）必要に応じて、情報誌等の作成・配布  

  （４）由布市ゆふの丘プラザの事業報告又は事業概要等、施設の業務等を紹介する

資料の作成・配布又はホームページでの公開 

 ２ 誘致業務 

   施設の利用率を高めるため、新規顧客の開拓等有効な誘致活動を行うこと。   
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第９ その他由布市ゆふの丘プラザの管理運営に必要な業務の基準  

 １ 個人情報保護業務  

   指定管理者には、由布市ゆふの丘プラザの管理運営を行うにあたって取扱う個人

情報の保護のために由布市個人情報保護条例の規定により、個人情報の適正な取扱

いの義務が課せられる。個人情報の取扱いの具体的な内容については、「個人情報

取扱特記事項」（別記３）のとおり予定しており、由布市がそれぞれ指定管理者と

締結する協定で定める。 

 ２ 指定管理者の業務の範囲外（行政財産の目的外使用許可）  

   自動販売機等を設置させる場合は、事前にそれぞれの基準を作成し、市長の承認

を得ること。 

 ３ 監査 

   由布市監査委員等が由布市の事務を監査するにあたり、必要に応じて指定管理者

に対し、実地に調査し、または必要な記録の提出を求められる場合がある。  

 ４ 保険への加入 

   指定管理者は募集要項、仕様書に定める自らのリスクに対して、適切な範囲で保

険等に加入すること。 

 ５ 指定管理者業務期間前に行う業務  

   （ア）協定項目についての由布市との協議  

   （イ）業務等に関する各種規程の作成、協議  

   （ウ）現行からの業務引継ぎ  

 

第10 リスクの分担 

   リスク分担は次のとおりとする。疑義がある場合や定めのない事項は指定管理者

と協議のうえ定める。 

   下記以外の項目については、「リスク分担表」（別記４）のとおり予定しており、

指定管理者と締結する協定で定める。 

 

【◎：原則として対応責任がある   ○：一部責任を負う場合がある】 

 

 

項      目 

 

負  担  者 

 

備考 

 

市 

 

指定管理者 

  

管理運営 

    

◎ 

 

  

包括的管理責任 

   

◎ 

  

  

施設、設備・備品等の維持管理 

    

◎ 

 

  

施設の改修、設備・備品等の更新 

    

◎ 

○ 

（小規模に限

る） 
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施設及び備品・設備等の修繕 

 

○ 

（大規模に限

る） 

   

◎ 

 

  

災害復旧 

     

◎ 

     

○ 

 

  

施設等の使用許可 

    

◎ 

 

  

災害時の対応 

     

○ 

   

◎ 

 

  

事故、火災等による施設の損傷及

び被災者に対する責任 

    

◎ 

     

○ 

 

  

施設に関する各種保険の加入 

   

◎ 

     

○ 

 

  

利用者に係る賠償責任保険の加入 

     

◎ 

 

 

第11 協定事項 

 １ 協定の締結 

   由布市は、指定管理者と、業務内容に関する細目的事項、管理の基準に関する細

目的事項等について協議のうえ、指定期間全体の包括協定を締結する。 

  また、年度協定は必要に応じて締結することができる。  

  （１）包括協定 

      基本的な業務の範囲、管理物件、指定管理者の責務、協定以外の規定の適用

関係、指定期間、利用料金、リスク分担、事業計画等の提出、業務報告及び事

業報告に関する事項、指定の取消しに関する事項、修繕に関する事項、原状回

復義務、損害の賠償責任、再委託の禁止、個人情報の保護、重要事項の変更の

届出、管理規程の制定、協定の改定、その他必要と認める事項 

  （２）年度協定 

     業務の仕様、その他必要と認める事項  

 

第12 その他 

  （１）指定管理者の履行責任に関する事項  

   （ア）指定管理者は、施設又は施設利用者の事故又は被災等に対する第１次責任

を有し、施設又は施設利用者に被害があった場合は、迅速かつ適切な対応を

行い、速やかに由布市に報告しなければならない。 

   （イ）指定管理者は、事業継続が困難になった場合又はそのおそれが生じた場合

は、速やかに由布市に報告しなければならない。 

   （ウ）前記に規定するもののほか、指定管理の履行責任に関する事項については、
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協定書で定めることとする。 

  （２）事業の継続が困難になった場合の措置  

   （ア）指定管理者の責めに帰すべき事由による場合  

       指定管理者の責めに帰すべき事由により、業務の継続が困難になった場

合は、市は指定の取消しをすることができるものとする。その場合は、市に

生じた損害は指定管理者が賠償するものとする。 

      また、次期指定管理者が円滑かつ支障なく、本施設の管理運営業務を遂行

できるよう、引継ぎを行うものとする。 

   （イ）当事者の責めに帰することができない事由による場合  

      不可抗力等、市及び指定管理者双方の責めに帰することのできない事由に

より、業務の継続が困難になった場合、事業継続の可否について協議するも

のとする。 

      一定期間内に協議が整わない時には、それぞれ、事前に書面で通知するこ

とにより協定を解除できるものとする。なお、指定管理者は、次期指定管理

者が円滑かつ支障なく、本施設の管理運営業務を遂行できるよう、引継ぎを

行うものとする。 

   （ウ）指定管理者の指定取消後、他の法人等（選定時に決めていた場合は第２順

位、第３順位のもの）と、指定管理者予定候補者としての協定締結について

協議を行うことがある。 

   （エ）その他 

      前記に規定するもののほか、事業の継続が困難となった場合の措置につい

ては、協定書で定めるものとする。 

  （３）協定書の解釈に疑義が生じた場合等の措置  

     協定書の解釈に疑義が生じた場合または協定書に定めのない事項等が生じ

た場合については、市と指定管理者は誠意をもって協議するものとする。 

 

第13 申請の際に提出する書類等  

  （１）提出書類 

   ア 指定申請書（施行規則様式第 1号） 

   イ 申請資格を有していることを証する書類  

    ① 団体であることを証する書類 

     ・法人の登記事項証明書 

      ※申請日前３ヵ月以内に発行されたもの 

     ・自治法第２６０条の２第１項に規定する地縁による団体の場合 

      自治法第２６０条の２第１２項の証明書など 

     ・その他の非法人の場合 

      団体の規約、構成員名簿など 

    ② 由布市税、法人税、消費税及び地方消費税を滞納していないことを証する書

類 ※申請日前３ヵ月以内に発行されたもの 

     ・滞納のない証明書（由布市が発行したもの） 

     （法人の本店・支店又は団体の所在地が由布市にある場合に限る。） 

     ・消費税等の納税証明書（その３の３） 

     （所轄の税務署が発行したもの） 

    ③ 誓約書 

    ④ 資格、免許等が必要な場合の当該資格等を有していることを証する書類 

   ウ 管理を行う公の施設の事業計画書（要綱様式例１） 

   エ 管理に係る収支計画書（要綱様式例２） 
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   オ 申請者の経営状況を説明する書類  

    ① 前事業年度の収支（損益）計算書 

    ② 前事業年度の賃借対照表及び財産目録作成している場合のみ） 

   カ その他市長等が別に定める書類   

  ① 定款、寄附行為、その他これらに類する書類 

  ② 事業報告書（作成している場合のみ） 

  ③ 役員名簿及び組織に関する事項について記載した書類 

   キ 共同事業体の場合  

  ① 構成員、責任の範囲等を定めた協定書 

  ② 市との協定、支払金の請求等に係る代表者への委任状 

  ③ その他必要な書類 

   ク 申立書（書類の提出ができない場合） 

 

第14 問い合わせ先 

    〒８７９－５４９８ 

     由布市庄内町柿原３０２番地  由布市役所本館３階 

    由布市教育委員会 社会教育課 

    電話 ０９７－５８２－１２０３  

    F A X ０９７－５８２－１２４５  

    電子メール social_edu@city.yufu.lg.jp 

    ホームページ  http://www.city.yufu.oita.jp 

 

 


